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用語説明 

 

 

 

単体会計 

普通会計 一般会計 

国民健康保健特別会計 

簡易水道事業特別会計 

下水道事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

診療所特別会計 
 

※ 財務書類の数値は、合計を一致させるために端数整理を行っているので、四捨五入になっていない場合があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象とする会計の範囲 
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１ 貸借対照表（バランスシート：ＢＳ） 

 
年度末（平成 24 年 3 月 31 日）に保有する①資産、②負債、③純資産を表示したものです。 

 
                                       (単位：千円) 
 

借方 貸方 
勘定科目 普通会計 単体会計 勘定科目 普通会計 単体会計
   １．金融資産 1,396,289 1,478,173       １．流動負債 321,986 413,516 
      資金 58,681 63,968          未払金等 0 0 
      金融資産（資金以外） 1,337,608 1,414,205          賞与引当金 26,072 26,751 
         債権 37,833 50,868          公債（短期）等 295,914 386,765 
         有価証券 2,443 2,443       ２．非流動負債 3,088,140 4,393,602 
         投資等 1,297,332 1,360,894          公債等 2,529,635 3,835,097 
   ２．非金融資産 13,858,000 16,614,474          引当金 558,505 558,505 
      事業用資産 5,393,641 5,852,972          その他の非流動負債 0 0 
      インフラ資産 8,464,359 10,761,502    負債合計 3,410,126 4,807,118 
      繰延資産 0 0    純資産合計 11,844,163 13,285,529 
資産合計 15,254,289 18,092,647 負債・純資産合計 15,254,289 18,092,647 

 

（用語解説） 

(1)事業用資産   ‥‥‥    公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産 

(例:役場､学校､公営住宅､体育館) 

(2)インフラ資産  ‥‥‥    道路、河川、公園、墓地等社会基盤となる資産 

(3)債権     ‥‥‥  未収金や貸付金など将来的に資金となるもの 

(4)投資等    ‥‥‥  有価証券や出資金、出えん金、基金など 

(5)資金     ‥‥‥  歳計現金や普通預金など 

(6)公債     ‥‥‥  市が資産形成をするときなどに発行する村債（地方債） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 資産：学校、公園、道路など将来の世代に引き継ぐ社会資本や、投資、基金など将来現金

化することが可能な財産 

② 負債：村債（公債）や退職給付引当金など将来の世代の負担となるもの 

③ 純資産：過去の世代や国・道が負担した将来返済しなくてよい財産 

真狩村では、普通会計ベースで 153 億円、単体会計で 181 億円の資産を形成しています。 

そのうち純資産である 118 億円(普通)、132 億円(単体は過去の世代や国、道の負担で既に支

払いが済んでいます。 

負債である 35 億円(普通)、49 億円(単体)については、将来の世代が負担していくことにな

ります。 

普通会計に比べ、単体や連結ベースにおいて負債が多いのは、水道事業や下水道事業が将来

の使用料収入で資金回収することを前提として村債を活用する仕組みとなっていることが主

な要因です。 
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２ 行政コスト計算書（ＰＬ）(平成 23 年 4 月 1 日～平成 24 年 3 月 31 日) 

 
１年間の行政運営費用（コスト）のうち、福祉サービスやごみの収集にかかる経費など、資産形 

成につながらない、行政サービスに要したコストを①人件費、②物件費、③経費、④業務関連費用、

⑤移転支出に区分して表示したものです。 

 
(単位：千円) 

 

科目 普通会計 単体会計 

      １．経常業務費用 1,458,778 1,574,354
         ①人件費 611,951 624,803
         ②物件費 508,356 553,653
         ③経費 253,635 279,322
         ④業務関連費用 84,836 116,576
      ２．移転支出 576,165 757,861
         ①他会計への移転支出 132,263 132,263
         ②補助金等移転支出 364,911 545,655
         ③社会保障関係費等移転支出 77,852 77,852
         ④その他の移転支出 1,139 2,091
   経常費用合計（総行政コスト） 2,034,943 2,332,215
         ①業務収益 137,815 201,364
         ②業務関連収益 69,143 69,183
   経常収益合計 206,958 270,547
純経常費用（純行政コスト） 1,827,985 2,061,668

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 人件費：職員給与や議員報酬、退職給付費用(当該年度に退職給付引当金として新  

たに繰り入れた額)など 

② 物品費：備品や消耗品、施設等の維持補修にかかる経費や減価償却費(社会資本の 

経年劣化等に伴う減少額)など 

③ 経費：委託料や使用料、手数料、広告料など 

④ 業務関連費用：村債償還の利息など 

⑤ 移転支出：他会計への支出額、補助金等、社会保障給付、他団体への資産整備補  

助金など 

 平成 23 年度の行政コスト総額は、20 億円(普通)、23 億円(単体)です。 

行政サービス利用に対する対価として住民が負担する使用料・手数料などの経常収益

は、2 億円(普通)、3 億円(単体)となっています。 

 総行政コストから経常収益を引いた純経常費用（純行政コスト）は、18 億円(普通)、

21 億円(単体)、この不足部分については、村税や地方交付税などの一般財源や国・道補

助金などで賄っています。 

 単体ベースには使用料等で運営する下水道事業や簡易水道事業が含まれていますの

で、経常収益は多くなります。 
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３ 純資産変動計算書（ＮＷ）(平成 23 年 4 月 1 日～平成 24 年 3 月 31 日) 

 

純資産(過去の世代や国・道が負担した将来負担しなくてよい財産)が平成 22 年度中にどのように 

増減したかを、（1）財産の変動、(2)資産形成充当財源の変動、(3)その他の純資産の変動に区分し

て表示したものです。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                             (単位：千円) 

勘定科目 普通会計 単体会計 
   前期末残高 12,034,254 13,547,657 
      Ⅰ.財源変動の部 207,344 266,194 
         １.財源の使途 2,370,334 2,670,916 
            ①純経常費用への財源措置 1,827,985 2,061,668 
            ②固定資産形成への財源措置 147,897 147,897 
            ③長期金融資産形成への財源措置 48,837 48,837 
            ④その他の財源の使途 345,615 412,514 
         ２.財源の調達 2,577,678 2,937,110 
            ①税収 288,701 397,136 
            ②社会保険料 0 18,350 
            ③移転収入 1,700,204 1,832,467 
            ④その他の財源の調達 588,773 689,157 
      Ⅱ.資産形成充当財源変動の部 185,141 164,341 
         １.固定資産の変動 148,270 148,270 
         ２.長期金融資産の変動 36,871 16,071 
         ３.評価・換算差額等の変動 0 0 
      Ⅲ.その他の純資産変動の部 -582,573 -662,157 
   当期変動額合計 -190,088 -231,622 
当期末残高 11,844,166 13,316,035 

 

 

 

 

 

 

 

(1)  財源の変動：行政コスト計算書に計上されない財源の流出入を表す。 

① 財源の使途：財源を行政コスト計算書に計上されない固定資産形成や長期金融資産

形成などどのようなものに使ったかを表す。 

② 財源の調達：村税や地方交付税などの一般財源や国・道補助金など行政コスト計算

書に計上されない財源。 

(2)  資産形成充当財源の変動:財源を将来世代も利用可能な固定資産、長期金融資産にどの

程度使ったかを表す｡ 

    ①  固定資産の変動:当該年度に学校､道路などの社会資本を取得した額と過去に取得

した社会資本の経年劣化等に伴う減少額を表す｡ 

    ②  長期金融資産の変動:基金、貸付金、出資金など長期金融資産の当該年度における

増加と減少を表す｡ 

    ③  評価・換算差額等の変動:固定資産や金融資産の当該年度に発生した評価益や評価

損を表す｡ 

(3) その他の純資産の変動:財源、資産形成充当財源の変動以外の変動を表す｡ 

平成 23 年度においては､純資産は 2 億円(普通)､2 億円(単体)の減少があり､年度末には､118

億円(普通)､133 億円(単体)になっています｡ 
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６ 資金収支計算書（ＣＦ）(平成 23 年 4 月 1 日～平成 24 年 3 月 31 日) 

 

１年間の資金の増減を①経常的収支、②資本的収支、③財務的収支に区分し、金額を表示したも

ので、どのような活動に資金が必要であったかを表示しています。 
 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円) 

勘定科目 普通会計 単体会計 

Ⅰ．経常的収支 428,874 497,449

１．経常的支出 1,765,633 2,017,688

①経常業務費用支出 1,189,468 1,259,827

②移転支出 576,165 757,861

２．経常的収入 2,194,507 2,515,137

①租税収入 287,746 287,746

②社会保険料収入 0 125,036

③経常業務収益収入 206,557 269,888

④移転収入 1,700,204 1,832,467

Ⅱ．資本的収支 -190,409 -169,609

１．資本的支出 196,734 196,734

①固定資産形成支出 147,897 147,897

②長期金融資産形成支出 48,837 48,837

③その他の資本形成支出 0 0

２．資本的収入 6,325 27,125

①固定資産売却収入 125 125

②長期金融資産償還収入 6,200 27,000

③その他の資本処分収入 0 0

基礎的財政収支 238,465 327,840

Ⅲ．財務的収支 -259,477 -356,317

１．財務的支出 390,342 526,582

①支払利息支出 45,479 77,124

②元本償還支出 344,863 449,458

２．財務的収入 130,865 170,265

①公債発行収入 130,865 170,265

②借入金収入 0 0

③その他の財務的収入 0 0

期首資金残高 79,694 92,446

当期資金収支額 -21,012 -28,477

期末資金残高 58,682 63,969

                                            

 

 

 

 

 

 

 

① 経常的収支:行政サービスを行う中で､毎年度継続的に収入､支出されるもの｡ 

② 資本的収支:学校､公園､道路などの資産形成や､投資､貸付金などの収入、支出など 

③ 財務的収支:村債、借入金などの借入､償還など 

平成 23 年度は次のことから堅調な行財政運営を行い、将来世代への負担先送り額を減少させ

たことがわかります。 

①経常収支がプラスになっていること。②資本的収支が基金など資産形成を行ったことか

らマイナスになっていること。③村債の新規発行を抑制し返済が進んでいることから財務的

収支がマイナスになっていること。 
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７ 財務諸表からわかること（普通会計・財務指標分析） 

 

財務諸表だけをとらえるのではなく、財務指標で他自治体や経年比較をすることによって、より

一層真狩村の財政状態を把握することが可能です。 

 

（１）純資産比率（＝純資産／資産） 

 

総資産に占める純資産の割合を指します。純資産は自治体の「正味価値」であり、住民の持分

比率を表します。 

自治体においては、純資産は過去の世代による負担の蓄積であり、負債は将来世代への負担の

先送りとなります。よって、純資産の割合が高ければ高いほど、将来世代への先送りが少ないこ

とになります。 

 

項目 普通会計 道内 23 自治体平均 

純資産比率 77.6% 74.4%

 

 真狩村においては、道内自治体（３万人未満）24 自治体と比較すると低い傾向にあります。公

債の繰り上げ償還等によって負債の圧縮が進んでいますが、指標上では依然として厳しい状況も

あります。 

 

（２）流動比率（＝（財政調整基金＋資金）／短期公債） 

 

流動資産とは一年以内に現金化される資産で、流動負債とは一年以内に支払期限の到来する返

済義務です。 

したがって、流動資産が流動負債を上回っている、つまり流動比率が 100％以上であるという

ことは、短期的な支払能力が支払義務をまかなって余りあるということで、支払余力があると推

測することができます。 

自治体の流動比率計算では、分子に「資金+財政調整基金」、分母に「短期公債（元金）+短期

借入金（ともに 1 年以下に償還義務のある負債）」としています。 

 

項目 普通会計 道内 23 自治体平均 

流動比率 129.0% 204.2%

真狩村においては、道内自治体（３万人未満）24 自治体と比較すると低い傾向にあります。各

団体においては財政調整基金を中心に積立する傾向にあるため、若干低めの数値となります。 

 

（３）人口一人当たり公債残高 

 

住民 1 人当たりの公債額を指します。 

現状の公債額が少ないとしても、過去に形成した資産が老朽化し大規模修繕や更新が必要とな

ってくるため、財源も含めた計画が重要になってきます。 

 

項目 普通会計 道内 23 自治体平均 

住民一人当り公債残高（千円） 1,291 千円 1,134 千円

 真狩村においては、道内自治体と比較すると一人当たりの公債残高は少ないです。 

 北海道内では交付税算定される公債発行している自治体が多数あり、一人当たりの公債残高は

高い傾向にあります。  


